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日本の投資家へ『ワクチン債』を発行 
～途上国の子どもたちへ予防接種を～ 

 
このたび、大和証券グループ、予防接種のための国際金融ファシリティ（IFFIm）（以下、「IFFIm」

という。）、GAVIアライアンス、および世界銀行は、途上国の子どもたちにワクチンを提供するた
めの資金を調達する『ワクチン債』の発行および販売を行いましたので、その概要をお知らせい

たします。これは、2013年初のワクチン債となりました。 
 
今回の起債にあたっては、期間 5 年のトルコ・リラ建債券および南アフリカ・ランド建債券が

発行されました。大和証券株式会社が売出しを行い、日本の個人投資家および法人投資家に販売

し、両銘柄共完売致しました。 
 
大和証券グループでは、2008年 3月、2009年 2月、2010年 3月、2011年 3月とこれまでに

過去 4 回のワクチン債販売を成功させてきました。今回で 5 回目の取扱いとなり、これまでの販
売総額は約 1,250億円にのぼります。 

 
投資家の皆様におかれましては、信用力の高いワクチン債への安全な投資を通じて、途上国の

子どもたちのためのワクチン普及活動に多大なご貢献を頂いております。 
 
大和証券グループでは、投資を通じて社会的課題の解決を目指すインパクト・インベストメン

トを積極的に手掛けており、ワクチン債はその取組みのひとつです。 
 
IFFIm理事会会長であるレネ・カーセンティは次のように述べています。「日本の投資家の皆様

並びに大和証券グループには過去５年にわたりワクチン債を通じて IFFImに多大なるご支援をい
ただいております。IFFImのワクチン債は、早急に大規模な予防接種サービスを展開して途上国の
子どもたちの命を救うべく、GAVIアライアンスの活動を支えているのです。」 

 
 IFFIm が国際資本市場で発行するワクチン債で調達した資金は、GAVI アライアンスを通じて、
予防接種サービスの拡充や保健システム強化のために使われます。IFFIm は 9 カ国の寄付国から
の法的拘束力のある寄付金（約 63億米ドル）を投資家の皆様への元利金返済原資としており、世
界銀行が IFFImの財務マネージャーとして財務管理を行っています。 
 



  
  

 
IFFImは、寄付国からの将来の寄付金を今すぐ使える資金にするために、債券発行により投資家

の皆様から資金の借入を行っています。今すぐ使える大量の資金を IFFImが提供することにより、
ワクチンの「購入」と「配布」という GAVIアライアンスの業務に多大な効果がもたらされます。
GAVIアライアンスの資金繰りに余裕が生まれることで、予防接種プログラムを計画的かつ効率的
に実行することが可能となるからです。 

2006年の発足以来、IFFImは国際資本市場で 38.5億米ドル相当の資金を調達し、GAVIアライ
アンスを支援してきました。GAVIアライアンスは、途上国における予防接種へのアクセス拡大に
よって、子どもたちの命を救い人々の健康を守ることを使命としています。 
 
ワクチン債の概要 

発行体 予防接種のための国際金融ファシリティ（IFFIm） 

起債通貨 トルコ・リラ 南アフリカ・ランド 

発行金額 9,000万トルコ・リラ 8億 100万南ア・ランド 

期間 約 5年 

利率（税引前） 年 5.34％ 年 5.31％ 

販売単位 10,000トルコ・リラ 100,000南ア・ランド 

売出期間 2013年 3月 13日～2013年 3月 25日 

受渡日 2013年 3月 28日 

償還日 2018年 3月 19日 

 
 

*** 
 
 
■ IFFImについて ― www.iffim.org 

予防接種のための国際金融ファシリティ（IFFIm）は、世界中の 50 以上の開発途上国で GAVI アライアンスが
実行する予防接種プログラムのための資金を、計画的かつ長期に亘る調達を早急に行うことを目的として設立され

た多国間開発機構です。IFFIm の財務基盤は、寄付者としての各国政府（オーストラリア、フランス、イタリア、

オランダ、ノルウェー、南アフリカ、スペイン、スウェーデン、イギリス）からの取り消し不能で法的な拘束力を

有する寄付金の支払いで構成されています。また、世界銀行が IFFImの財務マネージャーを務めています。IFFIm
は英国チャリティ委員会に登録されたチャリティであり、英国会社登記所において登録番号 5857343 の保証有限
会社、また登録番号 1115413の慈善団体として登録されています。 
 
■ GAVIアライアンスについて ― www.gavialliance.org 

GAVIアライアンスは、途上国における予防接種へのアクセス拡大によって、子どもたちの命を救い人々の健康
を守ることを使命とする官民パートナーシップです。GAVIアライアンスには、途上国とドナー諸国の政府、世界
保健機関（WHO）、ユニセフ、世界銀行、ワクチン産業界、技術機関、市民社会団体、ビル＆メリンダ・ゲイツ
財団、そして民間企業等が参加しています。GAVIアライアンスは、継続的な資金提供と適切なワクチンの供給を
維持するために、受益国による予防接種費用の一部負担など革新的な金融の取組みも行っています。2000年に発
足して以来、GAVIアライアンスは3億7,000万人以上の子どもたちにワクチン接種を行い、550万人以上の命を救
ってきました。より詳しい情報については、GAVIアライアンスのホームページ（www.gavialliance.org）、フェイ
スブックやツイッターをご覧ください。 



  
  

 
 
■ 世界銀行について ― www.worldbank.org 

世界銀行は、188の加盟国によって所有される国際機関です。その目的は、加盟国が国内経済において公平且
つ持続可能な経済成長を成し遂げ、経済発展および環境維持に関する地域的・全世界的な問題を効果的に解決す

る手立てを見出し、世界の人々の貧困の克服と生活水準を向上させることです。世界銀行は IFFImの財務マネー
ジャーでもあり、IFFImの代理人として、厳密な方針と基準に基づいた財務管理を行っています。具体的には、
IFFImの資金調達戦略および資本市場、格付け機関および投資家への対応、ヘッジ取引、資金の管理、等の実務を
管轄しています。また世界銀行は、IFFImの寄付国との資金の授受、ならびに IFFImから GAVIアライアンスへの
資金の流れも管理しています。GAVIアライアンスは IFFImから提供される資金を医療および予防接種サービスに
活用します。 

 
 
■ 大和証券グループについて 

大和証券グループは、1902 年創業の日本を代表する独立系総合証券グループです。グローバルなネットワーク
により、世界中の顧客に対し資産形成や企業活動の支援といった金融サービスを提供し、社会及び経済の発展に貢

献しています。主要な事業は、エクイティ、債券、投資信託、デリバティブおよびその他金融商品の開発・提供、

エクイティ・債券等の引受業務、M&A をはじめとするアドバイザリー業務に加え、アセットマネジメント業務や
投資業務、システム関連業務です。また、2011年には銀行業に参入。2012年 4月には、個人向け証券業務を行う
「大和証券」と法人向け証券業務を行う「大和証券キャピタル・マーケッツ」を統合しました。 
大和証券グループの営業拠点は、日本をはじめ、米国、欧州、およびアジア・オセアニア地域に広がっています。

世界中に約13,800人の従業員を抱え、顧客からの預り資産残高は約41.8兆円、グループのアセットマネジメント会
社2社の運用資産残高は合計で約13.7兆円となります。（数字は全て2012年12月末現在） 

 
 

以 上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  
  

 
 

 
【手数料等およびリスクについて】 
◇手数料等の諸費用について 
・ 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その対価（購入

対価・売却対価）のみを受払いいただきます。 

・ 外貨建債券につきましては、「外国証券取引口座設定申込書」を取りかわし、口座管理料［通

常、年間3,150円（税込）］を別途お支払いいただきます。 
◇ご投資にあたってのリスク等 
・ 債券の価格は金利変動等により上下いたしますので、償還前に売却する場合には、投資元本を

割込むことがあります。 

・ 外貨建債券を円換算した価値は、利金・償還金として支払われる外貨の円に対する為替水準に

より上下いたしますので、これにより投資元本を割込むことがあります。 

・ 債券の発行者および利金･償還金として支払われる外貨発行国の経営･国情･財務状況の変化お

よびそれらに関する外部評価の変化等により、投資元本を割込むことがあります。 

◇ご投資にあたっての留意点 
・ 商品毎に手数料など諸費用およびリスク等は異なりますので、契約締結前交付書面、目論見書

等をよくお読みください。 

 
 
商号等： 大和証券株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 108号 
加入協会： 日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、 

一般社団法人金融先物取引業協会、 
一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

 
 


